
○川西町工場設置奨励条例施行規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、川西町工場設置奨励条例（昭和４１年条例第１６号。以下「条例」と

いう。）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 条例において次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 「事業場」とは、営利を目的とし一定の施設を有し、物品の製造、加工及び修理若し

くは農産物の工業的生産及び加工又はそれに準ずる作業を行う場所をいう。 

(2) 「新設」とは、本町内に新たに事業場を設置するものをいう。 

(3) 「拡充」とは、本町内に既設事業所を有するものがその事業場の生産設備の増大並び

にそれに相当する従業者の増員を主要目的として事業場を拡充することをいう。 

(4) 「投下固定資産額」とは、直接事業の用に供する土地、家屋及び償却資産の取得に要

した費用の総額をいう。ただし、「土地」、「家屋」、「償却資産」の意義は、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条の規定の例による。 

(5) 「常時使用する従業者」とは、当該事業において俸給、賃金手当、賞与その他これに

準ずる給与の支払いをうけ、通常の状態のもとに事業を継続するために必要な従業者を

いう。 

（指定の申請） 

第３条 条例第４条第１項の規定により指定を受けようとするものは、別記第１号様式によ

る指定申請書に次の第１号の書類、法人にあっては第１号及び第２号の書類を添え、町長

に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 法人登記簿の謄本 

（指定書の交付） 

第４条 町長は、条例第４条第２項の規定により指定したときは、その指定業者に対し奨励

措置の限度、その他必要な条件を附して別記第２号様式による指定書を交付する。 

（奨励金の交付） 

第５条 条例第５条第１項の規定により交付する奨励金の額は、指定業者の川西町税条例（昭

和４８年条例第７号）で定める納期限（徴収猶予を受けた者にあっては当該猶予期限まで）

に納付した当該年度に係る固定資産税に相当する額を限度として町長がその都度定め、こ

れを交付する。 

２ 町長は、前項の規定によりその年度の交付額が決定したときは、別記第３号様式により

遅滞なく指定業者へ通知するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、特別の事情があると町長が認めたときは、奨励金の交付の

取り扱いに関して、町長は別に定めることができる。 

（交付の期間の計算） 

第６条 条例第５条第２項の規定による奨励金の交付の期間は、指定の際町長がこれを定め、

指定業者に対する固定資産税を賦課した年度をもって実際の奨励金交付の年度として計算

する。 

（奨励金交付の申請） 

第７条 条例第５条の規定により奨励金の交付を受けようとするものは、別記第４号様式に



よる交付申請書を毎年度町長に提出しなければならない。 

（変更の届出） 

第８条 指定業者が指定事業を休止し、又は廃止したときは、その期日及び事由をそれぞれ

の日から１０日以内に町長に届出なければならない。 

（承継の届出） 

第９条 条例第７条第２項の規定による承継人は、その指定事業の承継の日から１０日以内

に承継届を譲渡人と連署の上町長に提出しなければならない。 

（奨励措置の復活） 

第１０条 条例第８条第１号から第３号の規定により奨励措置の停止を命ぜられた指定業者

がその日から２年以内に条例第３条の指定基準に適合して事業を再開したときは、町長は、

その残りの期間につき引続き奨励措置を行うことができる。 

２ 前項の場合においてその指定業者は、事業再開届を再開の日から１０日以内に町長に提

出しなければならない。 

 （審査委員会の組織） 

第１１条 川西町工場設置奨励審査委員会（以下「審査委員会」という。）は、次に掲げる者（以

下「委員」という。）をもって組織する。 

 ⑴ 副町長 

 ⑵ 商工会長 

 ⑶ 有識者 ３名以内 

２ 委員は、第３条に規定する指定の申請があった場合に町長が委嘱し、当該審査会の審査が終

了したときは、解任されたものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第１２条 審査委員会に委員長を置き、副町長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、商工会長をもって充て、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議の招集） 

第１３条 審査委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行し、川西町工場設置奨励条例施行の日から適用する。 

２ 昭和４２年度に限り、第５条中「川西町税条例」で定める納期限を「年度内」と読替え

るものとする。 

附 則（平成元年３月２７日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１１年５月１日規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月２１日規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行する 

附 則（平成３０年４月１日規則第１１-１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年 月 日規則第  号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 


